Ⅱ、相次ぐ豪雨災害と我がまちの防災対策について
　３・11東北大震災が「災害列島日本」を象徴しているように、今年の夏は台風１２号が記録的豪雨で各地で深層崩壊を起こすなど想定外の土砂災害をもたらし、100人に迫る死者、行方不明者をだし、最悪の人的被害を出しました。また、台風１５号では名古屋市内では100万人を超える住民に避難勧告や指示が出され、様々な課題が提起されました。
　未曾有の災害からどう住民の命を守るのか、以下、伺います。
（1）国交省によれば、土砂災害の危険個所は全国に約52万カ所（1613市町村）ですが、土砂災害防止法に基づく都道府県知事による警戒区域への指定状況は、昨年6月時点で約18万カ所（910市町村）にとどまっています。我がまちにおける土砂災害危険個所はどのくらいあり、都道府県知事による警戒区域への指定状況に差はないのかどうか伺う。
（2）特に山の斜面が表土層だけでなく岩盤の深い部分が崩れる「深層崩壊」が増加している。それにより土砂災害警戒情報や避難指示・勧告については深層崩壊に対応した対策が要請されている。対応を伺いたい。
（3）避難指示や勧告を出すのは自治体の首長の判断に委ねられている。しかし、気象庁が行った実態調査によれば回答を寄せた1374市町村のうち、実に４割強が避難勧告などを出す明確な判断基準を持っていないという実態がある。我がまちの判断基準を伺いたい。
（4）紀伊半島の被災地では防災無線による自主避難の放送を、大雨の音で聞こえなかったという住民も多い。また、名古屋では浸水した地域の自治会には３４人の組長がいたが、ほとんどが勤務で不在で機能しなかった。またＨＰも混雑し、広報車も少なく機能しなかったなど情報伝達のあり方について伺う。
（5）津波被害や大雨被害に関連して、港や河川に設置してある防潮扉や、水門を開けるために消防団員らが逃げ遅れて犠牲になったという事故を防ぐために防潮扉や水門の自動化・遠隔化の動きがあるが、我がまちの対応を伺いたい。
【考えられる展開】
・昨年7/15岐阜県可児市の可児川では死者1人と未だに2人が行方不明になったままですが、この可児川では上流は整備が完了しており、川幅が急激に狭くなる下流の堤防未整備区域ではんらんが発生・河川整備の進め方が問題になりました。
・また、設置されていた水位計は県と市でそれぞれ2ヶ所。しかし、県の1ヶ所は落雷で故障、市の水位計も1ヶ所は電池切れで作動していなかった。日常のメンテナンスのあり方が問われました。河川管理もICTの時代で様々にコンピュータ管理により便利になってきていますが、本市における日常のメンテナンスのあり方を伺う。
・洪水ハザードマップは2005年に改正され全1750市区町村のうち、大規模河川流域の約1300市町村に義務付けられたが、対象は外水氾濫だけで、内水氾濫（雨水の排水がうまくできず、下水道や側溝などがあふれる）を反映したマップを作った自治体は7％の121市区町村にとどまっていることが課題となっていました。我がまちの洪水ハザードマップはこれらに対応しているのかどうか伺う。
・ゲリラ豪雨に対応するために、我がまちの河川においては50ミリ基準を満たす整備がなされているのかどうか。またそれを補うための流域貯留事業や下水道整備事業などとの連携を具体的に伺う。
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